






































































































法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 185(185)
(１) たとえば, 横山美夏 ｢判批｣ 民商法雑誌149巻２号 (2014年) 26頁,

































権の得喪の ｢当事者｣ であるから, ＡはＢに登記なくして時効


























Ａは, 昭和16年10月５日, Ｂとの間で, 本件土地につき建物所有を目
的とする賃貸借契約を締結し, その頃から本件土地上に建物 (以下, ｢旧
建物｣ という｡) を所有して本件土地を占有していた。Ａは, 昭和27年４

















他方で, 財務省 (当時は大蔵相) は, 平成８年12月20日, 債権額を５
億9630万1000円 (相続税および利子税が被担保債権となっているようで
ある) とし，債務者をＤとする, 抵当権設定登記を本件土地について経由





















































































































法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 191(191)
(６) 平成23年判決に関する解説・評釈類として次のものがある。秋山靖浩
｢不動産判例の動向｣ 現代民事判例研究会編 『民事判例Ⅲ2011年前期』(日
本評論社, 2011年) 48頁以下, 阿部裕介 ｢判批｣ 『民法判例百選Ⅰ総則・
物権第８版』(有斐閣2018年) 98頁, 石田剛 ｢判批｣ リマークス44号
(2012年) 21頁, 大久保邦彦 ｢判批｣ セレクト2011Ⅰ (法教別冊377号,
2012年), 香川崇 ｢民事判例研究｣ 法時84巻12号 (2012年) 107頁, 金子敬
明 ｢抵当権と時効―最近の三つの最高裁判決を機縁として｣ 千葉大学法学
論集27巻３号 (2013年) 56頁, 草野元己 ｢判例紹介｣ 民商145巻 4･5 号
(2011年) 124頁, 古積健三郎 ｢判批｣ 平成23年度重判解 (2012年) 71頁,




































192(192) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
ナー増刊) 10号 (2012年), 宗宮英俊 ｢判例紹介｣ NBL 957号 (2011年)
123頁, 常岡史子 ｢判批｣ 法の支配163号 (2011年) 74頁, 中川敏宏 ｢判批｣




































法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 193(193)
(10) この指摘は, 松久前掲注(６), 35頁を参照。
(11) 金子前掲注(６)，40頁。
に, 原審が指摘していたように, 抵当権者やその買受人にとって, Ｙの賃
































194(194) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(12) そのように指摘するものとして, 石田前掲注(６)，21頁。古積前掲注
(６), 71頁, 香川前掲注(６)，109頁も同旨。
(13) 金子前掲注(６), 40頁, 中川前掲注(６)，150頁など。





















きＹのために抵当権 (以下, ｢本件抵当権１｣ という｡) を設定し, 同日そ
の旨の抵当権設定登記を経由した。また, 昭和61年10月24日にもＹのた









換地された (この４筆の土地の一部を ｢本件土地｣ という｡) が, その換
地処分以降も, 本件土地を含むこれらの土地をサトウキビ畑として耕作し,
占有している。





がされている。また, Ｘは, Ｂに対し, 平成20年８月９日, 本件土地の
取得時効を援用するとの意思表示をしている。



























































































新井敦志 ｢判批｣ 立正47巻１号 (2013年) 193頁, 石口修 ｢判批｣ 愛大194
号 (2013年) 71頁, 石田剛 ｢判批｣ リマークス46 (2013〈上) (2103年)










法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 199(199)
藤栄寿 ｢判批｣ 銀法747号 (2012年) 4 頁, 岩川隆嗣 ｢判批｣ 法協131巻９
号 (2014年) 240頁, 椙村寛道 ｢判批｣ NBL 985号 (2012年) 92頁, 占部
洋之 ｢判批｣ 金法1964号 (2013年) 38頁, 大久保邦彦 ｢判批｣ 民商146巻
６号 (2012年) 563頁, 香川崇 ｢判批｣ 月報司法書士486号 (2012年) 12頁,
角紀代恵 ｢判批｣ 現代民事判例研究会編 『民事判例Ⅳ2012年後期』(日本
評論社, 2012年) 128頁, 加藤好隆 ｢判批｣ ビジネス法務12巻10号 (2012
年) 10頁, 金子前掲注(６), 草野元己 ｢抵当権と時効・再論序説―最判平
成15･10･31および最判平成24･3･16の位置づけに向けて｣ 法と政治68巻２
号 (2017年) 51頁, 同 ｢『抵当権と時効』問題と民法397条－最判平成15･
10･31及び最判平成24･3･16の位置づけに向けて｣ 深谷格＝西内裕介編著
『大改正時代の民法学』(成文堂, 2017年) 105頁, 同 ｢『抵当権と時効』問
題と近時の判例についての一考察―最判平成15･10・31及び最判平成24･3･
16の位置づけをめぐって｣ 『抵当権と時効』関西学院大学出版会2019年,
古積健三郎 ｢判批｣ 新・判例解説 Watch 12巻 (2013年) 95頁, 田中淳子
｢判批｣ 愛媛39巻 3･4 号 (2013年) 163頁, 中村肇 ｢判批｣ 金判1412号
(2013年) 2 頁, 西村曜子 ｢判批｣ 北法63巻６号 (2013年) 22頁, 平野裕
之 ｢判批｣ 金法1977号 (2013年) 33頁, 松尾弘 ｢判批｣ 法セ694号 (2012
年) 130頁, 松岡久和 ｢判批｣ 『民法判例百選Ⅰ総則・物権第８版』(有斐
閣2018年) 118頁, 松田佳久 ｢再度の時効援用により消滅する抵当権｣ 九
国23巻 1･2･3 号 (2017年) 383頁, 矢澤久純 ｢判批｣ 北九州41巻１号
(2013年) 112頁, 矢田尚子 ｢判批｣ 日本不動産学会誌26巻２号 (2012年)
114頁, 吉田邦彦 ｢判批｣ 判評649号 (2012年) 2 頁, など。また, 本件原







































角紀代恵 ｢抵当権の消滅と時効｣ みんけん595号 (2006年) 13頁, 古積健
三郎 ｢時効による抵当権の消滅について｣ 平井一雄先生喜寿記念 『財産法








のようなものか, ⑥抵当権者の時効中断 (更新) の手段とその行使可能性
などが挙げられる。































































202(202) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)

































法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 203(203)





(24) 古積前掲注(16), 松尾前掲注(16), 松田前掲注(16), 矢澤前掲注(16),
金子前掲注(６)など。








































































第一審 (津地裁平成22年８月17日判決) および原審 (名古屋高裁平成23





















































































208(208) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(28) 平成25年判決の解説評釈類として以下のものがある。
秋山靖浩 ｢判批｣ セレクト2013Ⅰ (2013年) 15頁, 今尾真 ｢判批｣ 登情642
号 (2015年) 110頁, 岡本詔治 ｢判批｣ リマークス49号 (2014年) 14頁,
小山泰 ｢判批｣ 新・判例解説 Watch 14巻 (2014年) 79頁, 同 ｢演習民法｣
法教408号 (2014年) 152頁, 同 ｢判批｣ 法時86巻６号 (2014年) 112頁,
宗宮英俊 ｢判例紹介｣ NBL 1015号 (2013年) 85頁, 武田直大前掲注(１),
田中英司 ｢判批｣ 判評662号 (2014年) 16頁, 常岡史子 ｢判批｣ ひろば66
巻12号 (2013年) 64頁, 中川敏宏 ｢判批｣ 法セ722号 (2015年) 124頁, 中
里真 ｢判批｣ 福島26巻２号 (2013年) 93頁, 西川佳代 ｢判批｣ セレクト
2013Ⅱ (2013年) 32頁, 松田佳久 ｢判批｣ 創法43巻３号 (2014年) 109頁,
同 ｢判批｣ 銀法769号 (2014年) 36頁, 武川幸嗣 ｢判批｣ 現代民事判例研
究会編 『民事判例Ⅷ2013年後期』(日本評論社, 2014年), 山野目章夫 ｢判
批｣ 平成25年度重判解 (有斐閣, 2014年) 75頁, 横山美夏前掲注(１), 米














59条２項) が, 反対に, 最先順位の抵当権設定時に対抗し得る利用権が
































ことに照らすと, 上記の場合には, 特段の事情のない限り, 抵当権者が借
地権者に対して借地権設定登記の欠缺を主張することは信義に反するもの
であって，抵当権者は借地権設定登記の欠缺を主張するについて正当な利






















210(210) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(32) 野澤正充 ｢判批｣ リマークス18号 (1999年) 24頁。
(33) 横山美夏 ｢判批｣ 平成10年度重判解 (有斐閣, 1999年) 64頁, 秋山靖

























定されるとする立場, あるいは, 利用権全般に適用されるとする立場, ど
論
説
法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 211(211)

















































































この説明は, 理屈としては理解できるが, 実質的側面から考えると, 平
成23年判決のケースだけ抵当権に対抗しえないとする結論には疑問を感
じる。とくに, 平成23年判決のケースでは, 借地人Y1は, 夫Ａが賃貸借















































法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 215(215)
Y1 からＸに対して賃料支払の提供がされている。





































216(216) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(38) 解釈論として, 166条３項ただし書 (旧166条２項ただし書) による承
認により時効期間の更新がされるとするものもある｡ 例えば, 香川前掲注
(16)参照｡





























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 217(217)
(39) ｢特段の事情のないかぎり｣ という例外を認める余地は残されている。






お わ り に
















































さて, これまでの検討は, あくまでも最高裁判例の立場, とくに時効と
登記に関する５つの準則や397条についての解釈における判例の立場を前





















220(220) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
Die Hypothek und §177 im japanischen BGB






2. Gegenstand der Untersuchung
Ⅰ. Die Urteil des Obersten Gerichtshofs v. 21.1.2011
1. Tatbestand und Leitsatz
2. 	und Anmerkungen
3. Zusammenfassung
Ⅱ. Die Urteil des Obersten Gerichtshofs v. 16.3.2012
1. Tatbestand und Leitsatz
2. 	und Anmerkungen
3. Zusammenfassung
Ⅲ. Die Urteil des Obersten Gerichtshofs v. 26.2.2013
1. Tatbestand und Leitsatz
2. 	und Anmerkungen
3. Zusammenfassung
Ⅳ. Die Analyse der drei Urteile des Obersten Gerichtshofs
1. der 	der drei Urteile
2. Gemeinsamer Punkte, Abgeleitet Norm
3. Die Beziehung zwischen den drei Entscheidungen
Ergebnis
